
決
算

　

平
成
26
年
度
決
算
が
９
月
市
議
会
定
例
会
で
認
定
さ
れ
ま
し
た
。
本
市
で
は
、「
共
汗
」「
共
学
」「
共
生
」
を
基
本
理
念
に
、
市
民
の
皆
さ
ま
と

と
も
に
「
こ
こ
ろ
豊
か
な
ふ
る
さ
と
白
石
」
の
実
現
に
向
け
て
、「
人
・
暮
ら
し
・
環
境
が
活
き
る
交
流
拠
点
都
市
づ
く
り
」
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

今
月
号
で
は
、
平
成
26
年
度
決
算
の
あ
ら
ま
し
を
お
知
ら
せ
し
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
の
一
般
会
計
歳
入
歳
出

決
算
は
、歳
入
が
１
６
６
億
３
、９
７
３�

万
円
、
歳
出
が
１
５
９
億
４
、６
９
１�

万
円
で
、差
し
引
き
は
６
億
９
、２
８
２�

万
円
と
な
り
ま
し
た
。

　

こ
の
中
に
は
平
成
27
年
度
へ
繰
り
越

し
た
事
業
に
使
用
す
る
財
源
が
２
億�

１
、７
４
４
万
円
あ
り
、
こ
れ
を
除
い

た
実
質
収
支
額
は
４
億
７
、５
３
８
万

円
の
黒
字
と
な
り
ま
し
た
。
こ
の
う
ち

２
億
３
、７
７
０
万
円
を
基
金
（
市
の

貯
金
）
に
積
み
立
て
、
残
り
を
平
成
27

年
度
に
繰
り
越
し
ま
し
た
。

　

第
五
次
総
合
計
画
の
４
年
目
は
、
子

育
て
環
境
・
学
校
教
育
の
充
実
の
ほ
か
、

住
む
人
・
訪
れ
る
人
に
と
っ
て
心
安
ら

げ
る
ま
ち
を
目
指
し
、
花
と
緑
の
ま
ち

づ
く
り
事
業
を
推
進
し
ま
し
た
。

　

ま
た
、
東
日
本
大
震
災
関
係
経
費
は

15
億
６
、９
４
８
万
円
と
な
り
、こ
の
う

ち
震
災
で
被
災
し
た
下
水
道
管
の
復
旧

に
対
す
る
下
水
道
事
業
会
計
補
助
金
が

３
億
６
、０
８
２
万
円
、
被
災
地
域
農

業
復
興
支
援
総
合
事
業
な
ど
の
普
通
建

設
事
業
が
３
億
２
１
０
万
円
お
よ
び
民

家
除
染
事
業
が
１
億
３
、４
１
４
万
円

と
な
っ
た
ほ
か
、
震
災
等
緊
急
雇
用
対

応
事
業
な
ど
が
主
な
も
の
と
な
り
ま
す
。

　

平
成
26
年
度
末
の
市
債
残
高
は
一
般

平成26年度決算
平
成
26
年
度

会
計
で
１
０
２
億
８
、５
２
３
万
円
と

前
年
度
末
よ
り
約
１
億
８
、７
４
０
万

円（
１
・
８
％
）減
り
ま
し
た
。
平
成
26

年
度
も
地
方
交
付
税
の
市
債
振
り
替
え

を
は
じ
め
、
地
方
道
路
整
備
事
業
な
ど

の
た
め
に
、９
億
３
、９
５
２
万
円
お
金

を
借
り
ま
し
た
が
、
そ
の
返
済
金
の
約

８
割
は
、
国
が
翌
年
度
以
降
の
地
方
交

付
税
で
支
払
い
を
約
束
し
て
い
ま
す
。

　

市
債
は
主
に
、
道
路
の
整
備
費
用
や

施
設
の
建
設
費
用
な
ど
の
長
期
間
に
わ

た
っ
て
利
用
さ
れ
る
公
共
事
業
に
充
て

ら
れ
、
世
代
間
の
負
担
を
公
平
に
す
る

こ
と
が
で
き
ま
す
。

　

財
政
状
況
が
良
好
か
ど
う
か
を
示
す

も
の
の
一
つ
に
、「
健
全
化
判
断
比
率
」

が
あ
り
ま
す
。こ
れ
は
４
つ
の
指
標
で

財
政
の
状
態
を
判
断
す
る
も
の
で
、国

が
定
め
る
基
準
を
超
え
る
場
合
は
、財

政
再
建
の
た
め
の
計
画
を
立
て
る
必
要

が
あ
り
ま
す
。

　

本
市
の
場
合
、
平
成
26
年
度
の
決
算

で
は
、
基
準
を
超
え
る
指
標
は
あ
り
ま

せ
ん
で
し
た
。

　

財
政
状
況
は
、
地
方
債
の
償
還
額
は

引
き
続
き
減
少
傾
向
に
あ
る
も
の
の
、

人
口
減
少
に
伴
う
市
税
の
減
収
が
さ
ら

に
深
刻
な
状
況
に
な
る
こ
と
が
懸
念
さ

れ
ま
す
。
今
後
も
効
率
的
で
質
の
高
い

行
政
サ
ー
ビ
ス
を
持
続
す
る
た
め
に
健

全
な
財
政
運
営
に
努
め
ま
す
。

市
債（
借
入
金
）

白
石
の
財
政
は
大
丈
夫
？

平
成
26
年
度
決
算
の
状
況

問財政課　☎ 22-1332

貯金および繰り越し

～
健
全
で
安
定
し
た
財
政
運
営
に
努
め
て
～

「
人
・
暮
ら
し
・
環
境
が
活
き
る
交
流
拠
点
都
市
づ
く
り
」
を
実
施

内　　　　　容 白石市 早期健全化基準
（黄色信号）

財政再生基準
（赤信号）

実質赤字比率【一般会計などの赤字の割合】 赤字なし 13.43% 20.00％

連結実質赤字比率【特別会計などを含めた全会計の赤字の割合】 赤字なし 18.43% 30.00％

実質公債費比率【年間の借金返済額などの割合】 6.2% 25.0％ 35.0％

将来負担比率【将来負担が見込まれる負債などの割合】 将来負担なし 350.0％

▪健全化判断比率
▪資金不足比率（公営企業）

公営企業名 資金不足比率 経営健全化
基準

水 道 資金不足なし 20.0%

下 水 道 資金不足なし 20.0%

※資金不足比率：公営企業会計ごとの資金
不足額の事業収入に対する割合

一　般　　　会　計
※市民１人当たりの額は、人口35,883人（平成27年３月31日現在）
で除して算出しています。 歳出総額

159億4,691万円
前年度比7億5,415万円（4.96%）増

項　目 白　石　市 県内13市平均

歳 入 決 算 額 463,722円 1,093,120円
　 う ち 市 税 110,179円 114,358円
歳 出 決 算 額 444,414円 965,212円
市 債 残 高（借 金） 286,632円 440,066円
基 金 残 高（貯 金） 217,993円 709,158円

地方交付税 55億9,280万円 33.6%

市税
（内訳）
市民税
固定資産税
市たばこ税
都市計画税
軽自動車税
入湯税

39億5,357万円

15億8,717万円
18億9,006万円
2億6,021万円
1億2,335万円
8,335万円
943万円

23.8%

★

★

国庫支出金 19億7,092万円 11.8%

県支出金 12億6,512万円 7.6%

市債 9億3,952万円 5.6%

繰入金 6億6,756万円 4.0%

諸収入 6億2,523万円 3.8%

その他 16億2,501万円 9.8%

民生費 46億7,416万円 29.3%

衛生費 25億7,012万円 16.1%

総務費 21億6,595万円 13.6%

土木費 16億3,745万円 10.3%

公債費 12億6,889万円 8.0%

教育費 12億5,685万円 7.9%

消防費 7億9,288万円 5.0%

商工費 6億7,773万円 4.2%

農林水産業費 6億1,248万円 3.8%
その他 2億9,040万円 1.8%

臨時福祉給付金および子育て世
帯臨時特例給付金などにより4
億5,343万円増加しました。

地域の元気臨時交付金基金積立
金がなかったことなどにより3
億1,463万円減少しました。

★都市計画税および入湯税の主な使い道
　都市計画税　�下水道事業会計補助金、道路

新設改良事業など
　入湯税　　　観光振興、消防施設の整備など

▪基金残高（貯金）の内訳
　●財政調整基金　27億8,783万円
　●減債基金　　　��9億6,414万円
　●その他特定目的基金
�　　　　　　　　��40億7,029万円

▪市民１人当たりの決算額

区　分 歳　入 歳　出 差し引き

国 民 健 康 保 険 43億8,390万円 41億3,805万円 2億4,585万円

介 護 保 険 33億8,241万円 32億9,874万円 8,367万円

後期高齢者医療 3億8,660万円 3億6,524万円 2,136万円

▪特別会計

収支区分
水道事業会計決算 下水道事業会計決算

収　　入 支　　出 収　　入 支　　出

収益的収支
（営業活動に係る収支）

10億1,189万円 9億3,098万円 10億5,428万円 10億7,940万円

資本的収支
（施設の建設や改良に係る収支）

9,048万円 2億3,182万円 9億1,496万円 12億6,331万円

▪企業会計

歳入総額
166億3,973万円

前年度比5億8,063万円（3.62%）増

固定資産税および市民税が増額したこと
などから7,350万円増加しました。

▪市民１人当たりの歳出額
　＝444,414円（H25：417,407円）
※県内13市の平均額：965,212円

民生費� 130,261円 衛生費� 71,625円

高齢者福祉
事業や医療
費、保育園
運営など

検診事業や
予防接種、環
境保全など

総務費� 60,362円 土木費� 45,633円

財産の維持
管理、税金
の賦課など

市 道 の 維
持・整備や
公営住宅管
理など

公債費� 35,362円 教育費� 35,026円

道路や施設
を造るときな
どに借りた
お金（市債）
の返済金

小中学校や
公民館・図
書館の運営
など

消防費� 22,096円 商工費� 18,887円

消防団運営
や消防施設
の整備など

商工業振興
や観光活性
化事業など

農林水産業費� 17,069円 その他� 8,093円

農業振興支
援や生産基
盤整備など

議会費や労
働費、災害
復旧費など

▪市債残高（借金）の推移

※臨時財政対策債：国の財政事情により地方
交付税として交付する財源が不足した場合
に、その補てん財源として発行する市債で
あり、後年度の償還財源は国が措置します。 減収補

ほ

填
てん

債の発行をしなかったことなどに
より1億2,338万円減少しました。

再生可能エネルギー等導入補助金が増額し
たことなどから2億3,016万円増加しました。

各地方公共団体の財政力を合理
的に測定するために算定された
歳出額と歳入額を比較して、歳
入額が不足する場合に国が一定
のルールに従い配分するお金

震災復興特別交付税の増額など
により、3億9,116万円増加し
ました。

差し引き6億9,282万円から2億3,770万円を貯金し、4億
5,512万円を平成27年度の歳入として繰り越しました。
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